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熊本県の⼀⼈当たり所得の成⻑要因† 
 
                    平 松  燈‡ 
 
要  約 
熊本県の⼀⼈当たり所得は、1980 年に全国 47 都道府県中 32 位であったが、徐々
に順位を落とし、近年では 40 位台を低迷している。そこで本稿では、1980 年か
ら 2010 年の熊本県市町村のデータを用い、低迷する熊本県の⼀⼈当たり所得の成
⻑要因を、３つの関⼼事項から分析する。第⼀の関⼼事項は、どのような初期時
点の経済的要因が、その後の⼀⼈当たり所得の成⻑に対し、影響を与えていたの
かということである。第二の関⼼事項は、初期時点の経済的要因が、その後の⼀
⼈当たり所得の成⻑に対し、影響⼒を持つ期間である。第三の関⼼事項は、年代
により⼀⼈当たり所得の成⻑を説明する、初期時点の経済的要因が変化するの
か、それとも同⼀の傾向が⾒られるのかということである。その結果、⼀⼈当た
り所得の成⻑に、産業構造、所得⽔準、少⼦⾼齢化、⼥性労働者割合が影響を⽰
した。特に、初期時点から 10 年後には⽐較的強い影響を⽰すと⾔えそうである。
少⼦⾼齢化は、かつては⼀⼈当たりの所得成⻑に影響⼒を⽰さなかったものの、
近年は影響⼒を⽰した。 
 
1. はじめに 
 
熊本県の⼀⼈当たり所得は、1980 年に全国 47 都道府県中 32 位であったが、徐々に順位を落
とし、32 位(1985 年)、34 位(1990 年)、39 位(1995 年)、45 位(2000 年)、42 位(2005 年)、44
位(2009 年)となった。図１は、熊本県、全国平均、九州平均の⼀⼈当たり所得の 1980 年から
2009 年までの推移を⽰している。この間、熊本県と全国平均との⼀⼈当たり所得の差は大き
くなり、近年では九州平均を下回るようになった。 
                                                        
† 本稿は、2013 年度熊本学園大学産業経営研究所の研究助成を受けて⾏っている研究の⼀部である。 
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図 1 熊本県、全国、九州の一人当たり所得の推移 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
そこで本稿では、低迷する熊本県における⼀⼈当たり所得の成⻑要因について、３つの関⼼
事項から分析する。第⼀の関⼼事項は、どのような初期時点の経済的要因が、その後の⼀⼈当
たり所得の成⻑に対し、影響を与えていたのかということである。経済成⻑を分析した先⾏研
究として、Barro(1991)は、国家の初期の経済状況が経済成⻑に与える影響を分析し、教育が
重要であることを⽰した。また、本稿の意図に近い形で、これらの要因を用いて、都市の経済
成⻑を分析したのが、Glaeser et al.(1995)である。ここでは、1960 年から 1990 年に成⻑した
⽶国の都市の特徴について、産業構造、教育年数、⾏政活動など、様々な経済的要因を用いて
研究されている。主要な分析結果として、所得の成⻑に対し、初期時点の教育⽔準が正の関
係、失業率が負の関係、雇用に占める製造業割合が負の関係を持つことが指摘された。Glaeser 
et and Shapiro(2003)では、同様の研究を 1990 年から 2000 年について、より詳細なデータを
用いて⾏われた。産業構造の重要性について、Henderson et al.(1995)は、都市化により産業
外部が発生し、生産性が向上することを⽰した。⽇本の都道府県の経済成⻑を分析したものと
しては、社会資本が経済成⻑に与える影響を分析した中⾥（1999、2001）や、公的支出が地域経
済に与える影響を分析した近藤（2012）があげられる。 
本稿の分析対象である、熊本県の⼀⼈当たり所得の成⻑要因を考えるにあたり、２つの可能
なアプローチを考えた。１つ目は、⽇本のどのような経済的要因を持った地域が、経済成⻑を
遂げているかを分析し、熊本県の経済的要因と⽐較することである。この場合は、⽇本全国で
成⻑した地域の経済的要因を明らかにし、その要因は地域特有（その地域だから持ち得た特
徴）なのか普遍的に当てはめることができる（他地域もその特徴を獲得できる）のかを考える。             
また、熊本県の経済的要因と⽐較し、熊本県での適用の可否を考えることになる。２つ目は、
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熊本県内のどのような経済的要因を持った地域が、経済成⻑を遂げているのかを分析すること
である。２つの分析アプローチにはそれぞれの異なった利点があるが、研究対象や扱うデータ
の違いから、同時に⾏うことは不適切である。本稿では、熊本県の⼀⼈当たり所得の変化要因
の分析の⼀環として、２つ目のアプローチを用いて、熊本県の市町村を対象に、⼀⼈当たり所
得の変化要因として、初期時点の経済的要因がその後の⼀⼈当たり所得の成⻑に、どのように
影響を与えているかを分析する。 
第⼆の関⼼事項は、初期時点の経済的要因が、その後の⼀⼈当たり所得の成⻑に対し、影響
⼒を持つ期間である。初期の経済的要因は、その後の経済成⻑に永久的に影響を与えるものな
のであろうか、10 年間や 20 年間と⾔ったある程度の期間は影響⼒を持つのであろうか、それ
ともごく初期に影響⼒を持つだけで、それ以降は影響⼒を失うのであろうか。あるいは、影響
⼒を⽰すためにはある程度の期間が必要で、初期には影響⼒を⽰さないかもしれない。例え
ば、少⼦化が社会問題と認識されてから、実際に経済活動に顕著な影響を⽰すまでにはある程
度の時間がかかるであろう。このような分析を⾏うために、分析には初期時点から５年後、10
年後、15 年後、20 年後、25 年後、30 年後の⼀⼈当たりの所得の成⻑を、被説明変数とした。 
第三の関⼼事項は、年代により⼀⼈当たり所得の成⻑を説明する、経済的要因が変化する
のか、それとも同⼀の傾向が⾒られるのかということである。1970 年代初頭までの⾼度成⻑
期ほどの成⻑率は⽰さないものの、1980 年から 1990 年初頭までは、⽇本経済は継続的に成⻑
し続けたが、バブル崩壊後から現在に至るまで、⼀⼈当たり所得は増減を繰り返すように変
化している。熊本県でも同様の傾向が⾒られた。その間、産業構造や社会構造を含む経済的
要因は、変化し続けている。もしも、年代により異なる影響を⾒ることとなれば、時代に即
した経済的構造を求めていく必要性が指摘される。 
図２(a)、(b)は、それぞれ⽇本と熊本県の産業構造の変化を⽰している。このグラフは、産業
構造として、労働者に占める⼀次産業、⼆次産業、三次産業の割合を表し、５年ごとのデータ
を用いて作成された。⽇本の産業構造は、⼀次産業と⼆次産業が減少する⼀方で三次産業が
成⻑した。1990 年頃から、⼀次産業の減少がやや鈍く、⼆次産業の減少がやや早くなり、三
次産業の増加もやや早くなる。熊本県の産業構造に目を転じると、熊本県の⼀次産業の割合
が⽇本全国の場合に比べて 2 倍ほど多くなっている。また、全国では⼀貫して割合を落として
いた⼆次産業が、熊本県では 1995 年頃まで割合を増加し、その後減少しているなどの特徴が
ある。なお、都市部と地方都市で優位な経済活動を⾏う産業が異なることは Nakamura(1985)
により指摘されている 
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図 2(a) 日本の産業構造におけるシェアの変化 
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図 2(b) 熊本県の産業構造におけるシェアの変化 
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この間の⼈⼝構成も変化が⼤きい。1940 年代後半⽣まれの第⼀次ベビーブーマー達は、     
1980 年には 40 歳代前半の働き盛りの世代であったが、2000 年から 2005 年に掛けて 65 歳を
超え⾼齢者となった。1970 年代前半の第⼆次ベビーブーマー達は、1980 年代前半には 15 歳未満
の⾮労働者⼈⼝であったが、1980 年代後半には実際には就学中であることが多いものの労働者
⼈⼝となり、1990 年代後半から 2000 年代前半には、実際に労働者となる場合も多いであろう。 
その他、⼥性の社会進出や⼤学進学率も急速に進んだ。これら情勢の変化が、⼀⼈当たり所
得の変化に、時代ごとに異なった影響を分析するために、初期年度も 1980 年から５年ごとに、
1980 年、1985 年、1990 年、1995 年、2000 年、2005 年として、当時の経済的要因の⼀⼈当た
り所得に与える影響について分析した。 
 
2. モデル 
 
本稿では都市の成⻑要因を明らかにした Glaeser et al. (1995)の⼿法1を⽤い、熊本県の市町
村の⼀⼈当たり所得が変化する要因を分析する。推定式は以下の通りである。 
ln(yi,tT ) ln(yi,t )
T
   Xi,t  Zi,t   i,t  
ここで yi,tT ,yi,t は i 市町村の t＋T年、t 年における所得であり、左辺は t 年から t＋T年までの
i 市町村の一人当たり所得の一年当たりの成長を捉えている。右辺 Xi,t は経済的要因の性質ベ
クトルのうち、産業構成として、就業者数に占める二、三次産業の就業者数の割合、一人当た
り所得、人口、就業率（人口に占める就業者数の割合）、失業率（人口に占める失業者数の割合）、
非少子化率（人口に占める 15 歳以下の人口の割合）、高齢化率（人口に占める 65 歳以上の人口
の割合）、女性労働者率（労働者に占める女性労働者数の割合）である。Zi,t は教育要因であり、
高校進学率（中学卒業者数に占める高校進学者数の割合）、大学進学率（高校進学者数に占める
大学進学者数の割合）である2。ここで教育要因についてのみ別変数を与えた理由は、サンプル
数に制約があるためである。  
 
 
																																																								
1	Glaeser et al. (1995)のモデルの詳細については、補論で解説する。 
2	教育要因として、⼈⼝に占める最終学歴が⼤卒者や⾼卒者の割合も考えられる。県レベルではこのような
データも利⽤可能であるが、熊本県の市町村レベルでは利⽤できない。 
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3. データ 
 
本稿の実証分析では、1980 年以降、5 年ごとに 2005 年までを初期時点として、初期時点に
おける様々な経済要因を用いて、その後の 5 年後、10 年後、15 年後、20 年後、25 年後、30
年後までの⼀⼈当たり所得の成⻑について推計した。⼀⼈当たり所得、⼈口、年齢別⼈口、産
業別性別⼈口、失業者数、は『熊本県統計年鑑』（熊本県）から利用した（ただし、2010 年の
⼀⼈当たり所得については、データの制約から 2009 年のデータを用いた）。また、1980 年から
1995 年までの⾼校進学者数、大学進学者数は、『学校基本調査』（熊本県）から、2000 年から
2005 年までは『教育統計調査結果報告書』（熊本県）から利用した。 
所得は、年度により単位が異なったので、千円単位に統⼀し、log をとった。各都市の⼈口
は log をとって利用した。非少⼦化率と⾼齢化率は、15 歳以下⼈口と 65 歳以上⼈口の、それ
ぞれ⼈口に占める割合とした。労働者率と失業率は、労働者と失業者の、それぞれ⼈口に占め
る割合とした。二次産業割合と三次産業割合は、二次産業と三次産業に就業する労働者数が、
それぞれ労働者数に占める割合とした。⼥性労働者率は、⼥性労働者数の労働者数に占める
割合とした。⾼校進学率は⾼校進学者数が中学卒業者にしめる割合、大学進学率は大学進学
者数が⾼校卒業者数にしめる割合とした。 
2003 年以降の市町村合併による市町村サンプル数の変化に、注意する必要である。市町村
数は 1991 年までは 98 個、1992 年から 2002 年までは 94 個、2003 年以降毎年のように市町村
の合併が進み、2005 年では 48 個、2010 年では 45 個となった。具体的には、1980 年以降の 5
年ごとの各年で分析できた市町村数サンプル数は、94 個（1980 年から 2000 年）、48 個（2005
年）、45 個（2010 年）である。⼀⼈当たり所得の変化を⽐較するためには、二時点間で同じ地
域を⽐較する必要があり、2003 年以前を初期時点とし、2003 年以降への⼀⼈当たり所得の成
⻑を分析する際には、市町村合併後の⾏政区分に従い、⼈口による加重平均値を導き、初期の
⼀⼈当たり所得とした。⼈口等、その他のデータは成⻑後の⾏政区分に従って、初期時点の合
併前市町村の値を合算することにより導いた。従って、同じ初期時点のデータを用いても、推
計する期間が異なれば、サンプル数が異なることがある。 
また、教育要因のデータは得ることの出来る市町村数が限られており、利用可能なサンプ
ル数が半減する。具体的には 1980 年から 5 年ごとの各年で、得られるサンプル数は、42 個
（1980 年）、41 個（1985 年）、41 個（1990 年）、39 個（1995 年）、26 個（2000 年）、26 個（2005
年）である。このため分析には、教育要因を含まないものと含むものを⾏った。教育要因は多
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くの場合、有意な値を⽰さなかったため、本稿では教育要因を含まない分析の結果を主に議論
する。 
 
4. 推定結果と分析 
 
 初期時点における経済的要因が、その後の⼀⼈当たり所得の成⻑に、どのような影響がある
のかを分析した結果が、表 1〜表 6 に⽰されている。それぞれの表の初期時点は、表 1 は 1980
年、表 2 は 1985 年、表 3 は 1990 年、表 4 は 1995 年、表 5 は 2000 年、表 6 は 2005 年である。
それぞれの表で、(1)〜(6)により異なる期間の⼀⼈当たり所得の成⻑を推計しており、(1)は
５年間、(2)は 10 年間、(3)は 15 年間、(4)は 20 年間、(5)は 25 年間、(6)は 30 年間の⼀⼈当
たり所得の成⻑について推計した結果である。 
表 1 は、1980 年を初期時点とし、1980 年の各市町村の経済的要因の、その後の⼀⼈当たり
所得の成⻑への影響について分析している。⼀⼈当たり所得の成⻑に対して、三次産業割合が
(5)の 25 年後の経済成⻑分析では有意ではなくなるものの、その他の期間については正の影響
を⽰した。初期所得⽔準が(1)から(4)の 5 年後から 20 年後に負の影響を⽰した。このことは、
他の影響をコントロールするならば、地域間格差は縮⼩していることを⽰している。失業率は
負の影響、非少⼦化率は正の影響を、それぞれ有意に⽰すことがあった。⼥性労働者率は負の
影響を持った。⼥性の⼀⼈当たり所得の成⻑が男性の⼀⼈当たり所得の成⻑に⽐べ、遅かった
可能性がある。概ね、1980 年の経済的要因は、5 年後から 20 年後の⼀⼈当たり所得の成⻑に
影響⼒を持ち、特に、10 年後に⽐較的多くの経済的要因が影響⼒を⽰した。  
表 2 は、1985 年を初期時点とし、1985 年の各市町村の経済的要因の、その後の⼀⼈当たり
所得の成⻑への影響について分析している。三次産業割合が正の影響を⽰すことがあり、⼀⼈
当たり所得が負の影響、雇用者率が正の影響、失業率が負の影響、非少⼦化率が正の影響、⾼
齢化率が正の影響、⼥性労働者率が負の影響を持つことがあった。概ね、1985 年の経済的要
因は、5 年後には影響がみられないものの、10 年後から 20 年後の⼀⼈当たり所得の成⻑に影
響⼒を持ち、特に、10 年後頃に⽐較的多くの経済的要因が影響⼒を⽰した。ただし、1985 年
の経済的要因の影響が及ぼす 30 年後の⼀⼈当たり所得の成⻑については、現時点では分析が
出来ない。 
表 3 は、1990 年を初期時点とし、1990 年の各市町村の経済的要因の、その後の⼀⼈当たり
所得の成⻑への影響について分析している。二次産業割合が正の影響、三次産業割合が正の影
響、⼀⼈当たり所得が負の影響、労働者割合が負の影響、失業率が負の影響、⾼齢化率が負の
???の???たり??の????
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影響、⼥性労働者率が負の影響を⽰すことがあった。就業者割合が負の影響を⽰したことか
ら、就業者割合が多いほど、バブル崩壊以降の不況の影響が大きかったことが⽰唆される。     
1990 年以降の推定では、⼀⼈当たり所得の成⻑に対し、二次産業割合がしばしば正の影響を
⽰すようになり、⾼齢化率が多くの場合に有意に負の影響を持つようになる。非少⼦化率は、
今後有意な影響を⽰さなくなった。少⼦⾼齢化がもたらす年齢構造の変化が、⼀⼈当たり所
得の成⻑に影響を⾒せ始めていることが読み取れる。概ね、1990 年の経済的要因は、5 年後
から 20 年後の⼀⼈当たり所得の成⻑に影響⼒を持った。 
表 4 は、1995 年を初期時点とし、1995 年の各市町村の経済的要因の、その後の⼀⼈当たり所
得の成⻑への影響について分析している。二次産業割合が正の影響、三次産業割合が正の影
響、雇用者割合が正の影響、失業率が負の影響、⾼齢化率が負の影響を⽰すことがあった。 
1995 年以前は、⼥性労働者割合は⼀⼈当たり所得に負の影響を⽰すことがあったが、1995 年
以降は有意な値を取ることはなかった。⼥性の社会進出が進み、⼥性の賃⾦成⻑率が男性の賃
⾦成⻑率に近くなった可能性が考えられる。概ね、1995 年の経済的要因は、5 年後から 15 年後
程度までの⼀⼈当たり所得の成⻑に影響⼒を持ち、特に、5 年後に⽐較的強い影響を⽰した。 
表 5 は、2000 年を初期時点とし、2000 年の各市町村の経済的要因の、その後の⼀⼈当たり
所得の成⻑への影響について分析している。二次産業割合が正の影響、三次産業割合が正の影
響、初期所得が負の影響、⾼齢化率が負の影響を⽰した。概ね、2000 年の経済的要因は、5 年
には影響⼒が観察されないものの、10 年後に⼀⼈当たり所得の成⻑に影響⼒を⽰した。 
表 6 は、2005 年を初期時点とし、2000 年の各市町村の経済的要因の、その後の⼀⼈当たり
所得の成⻑への影響について分析している。⼀⼈当たり所得が負の影響、⼈口が負の影響、⾼
齢化率が負の影響を⽰した。⼈口の多い地域が初めて有意に負の影響を持った。概ね、2000
年の経済的要因は、5 年後に⼀⼈当たり所得の成⻑に影響⼒を⽰した。 
経済成⻑における教育の重要性は、先⾏研究で指摘されている。そこで⾼校進学率と大学進
学率を教育要因の説明変数として加えた分析も⾏ったが、概ね有意な結果を得ることができ
ず、熊本県においては、教育要因が⼀⼈当たり所得に影響を与えることは多くはないと⾔え
そうである。熊本県の市町村には大学の無い地域も多く、熊本県外への進学や就職もある。
大学卒業後も県外への就職がある。今後、大学進学や就職に伴う⼈材の流出を考慮した分析
が望まれる。⼈口に占める大卒者や⾼卒者の割合も、適切な変数と考えられるが、熊本県の
市町村を対象としたデータは得られなかった。 
以上のように、本研究の結果は、Glaeser et al. (2005)の結果と⽐較して、⼀致する点とし
ない点がある。本研究は 1970 年以降の様々な期間について熊本県の市町村を分析対象として
－32－
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いる⼀方、Glaeser et al. (2005)は 1960 年からの 30 年間を主な期間としてアメリカの主要都
市を分析対象としている。このことから⼀致点と不⼀致点が存在することは不思議ではない。 
典型的には、アメリカの主要都市では、1960 年から 1990 年までの⼀⼈当たり所得の成⻑に、
雇用における製造業割合は負の関係を⽰したが、熊本県の市町村では、1990 年以降、雇用に
おける二次産業割合は、正の関係を⽰すことが多かった。 
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5. 結論と課題 
 
本稿では、都市経済の成長要因を明らかにした Glaeser et al.(1995)のクロスセクション
分析の手法を用い、熊本県の市町村でどのような経済的要因を持った地域で所得成長が早か
ったのかを分析し、それらの経済的要因が経済成長に与える影響の有効期間について考察した。        
また、年代により一人当たり所得の成長要因が変化するのかどうかについても考察した。その
結果、経済成長に、三次産業割合は正の影響、二次産業は近年正の影響、人口に占める雇用者
割合は正の影響、人口に占める失業者割合は負の影響、初期所得は負の影響、非少子化は正の
影響、高齢化率はかつては正の影響、近年は負の影響、労働者にしめる女性の割合が負の影響
を、それぞれ示すことがあった。今回の分析から、熊本県において経済要因が経済成長に与え
る影響の期間は、20 年間程度であり、特におよそ 10 年後には比較的強い影響を示すと言えそ
うである。 
よく指摘されるように、教育的要因は経済成長に重要な役割を果たす。しかし、今回の分析
では、熊本県の市町村の経済成長に教育的要因は、多くの場合有意な影響を見ることが出来な
かった。教育の影響が顕在化するには、時間がかかることもあり、また産業構造の変化が必要
な場合もあると考えられ、今後の継続的研究が求められる。一人当たり所得に対して教育が多
くの場合有意な影響を示さなかったため、熊本県における教育が経済活動に直結していない
可能性も考えられる。ただし、利用できるデータに制約があり、分析には改善の余地がある。 
今後の課題としては、より緻密な計量手法を用いた分析があげられる。本稿では、クロスセ
クション分析の手法を用いて、一人当たり所得の変化要因を分析した。先行研究の手法を用い
ることにより、異なる対象を分析することは意義深く、本稿でも熊本県の一人当たり所得の変
化要因について、ある程度明らかにすることが出来た。しかし、データ特有の問題点を取り
除いて分析を行うことで、より多くの要因が明確になるかもしれない。例えば、本稿では熊本
県の市町村の分析を行ったため、データ数が限られた。パネルデータ分析を行うことで、デー
タ数を増やすことが出る。その際、市町村合併によるサンプルの変化については注意が必要で
ある。 
課題の２点目は、2011 年以降の所得変動についての分析である。本稿では 1980 年以降、5
年ごとの⼀⼈当たり所得の成⻑について分析した。2011 年に開通した九州新幹線が熊本の所
得成⻑に与える影響を分析することは、特に興味深くかつ意義深い。しかし、現時点ではデー
タの蓄積が不⼗分である。分析に際して、注目すべき関⼼事項の⼀つは、産業により異なる影
響である。たとえば、観光産業では他県からの新幹線を用いた旅⾏者が増加し、所得機会が上
－36－
?　?　　?
昇していると期待できる。⼀⽅で、百貨店などでは、熊本県内からの買い物客が福岡まで容易
に足を伸ばすことが出来るようになったため、売り上げが減少しているかもしれない。このよ
うに、産業別の影響を分析するためには、より詳細な産業分類を用いた分析が求められる。  
 
補  論 
 
本節では、本稿のモデルとして採用している、Glaeser et al. (1995)のモデルの導出を確認す
る。都市間の労働者と資本の移動は自由であると考える。したがって、都市成⻑の相違は、貯蓄
率や労働⼒の配分が原因とはならない。このように、労働⼒と資本の流動性を仮定することに
より、各都市の性質は2点に整理することができる。すなわち「⽣産性⽔準 (level of productivity) 」
と「⽣活の質 (quality of life) 」である。 
都市の総⽣産は、 
Ai,t f Li,t( )= Ai,t Li,tσ      (A.1) 
 
により得られる。ここで、 Ai,t は都市 i の時点 t における⽣産性の⽔準、 Li,t は都市 i の時点 t
における人口である。 f ⋅( )は各都市に共通のコブ=ダグラス型⽣産関数であり、指数σは⽣産
のパラメターである。 
潜在的な移住者の所得は労働の限界⽣産性で次式のように表す。 
Wi,t = σ Ai,t Li,t
σ −1
      (A.2) 
 
総効用を賃⾦と⽣活の質の積とする。人口増加に伴い、混雑、犯罪率など不効用が増加すると
考えるため、⽣活の質は人口増加により悪化すると考える。 
 
QualityofLife = Qi,t Li,t−δ     (A.3) 
 
ここでQi ,t は都市 i の時点 t における⽣活の質の⽔準である。指数δは正である。 
都市 i への潜在的移住者の総効用は、次式のようになる。 
 
Utility = σ Ai ,tQi ,t Li,tσ −δ −1     (A.4) 
???の???たり??の????
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個⼈は自由に魅⼒的な都市に移動できるので、ある⼀時点において各都市で得られる効用は
均⼀であると考える。各都市の各個⼈の効用は、時点 t における留保効用⽔準(reservation utility 
level)と等しくなり、これをU t とおくことにする。各都市で次式が成⽴する。 
 
log
U t+1
U t




= log
Ai,t+1
Ai,t





 + log
Qi,t+1
Qi,t





 + σ −δ −1( )log Li,t+1Li,t





  (A.5) 
さらに、次の 2 式を仮定する。 
log
Ai,t+1
Ai,t





 = Xi,t
' β + ε i,t+1     (A.6a) 
log
Qi,t+1
Qi,t





 = Xi,t
' θ +ζ i,t+1     (A.6b) 
ここで Xi,t' は時点 t での都市 i の性質のベクトルであり、都市の生活の質と生産⽔準の成⻑を
決定する。(A.5) 、(A.6a) 、 (A.6b)から、次の２式が導出できる。 
 
log
Li,t+1
Li,t





 =
1
σ −δ −1( )Xi,t
' β +θ( )+ χ i,t+1    (A.7a)
 
log
Wi,t+1
Wi,t





 =
1
σ − δ −1( )Xi,t
' δβ + σθ −θ( )+ ω i,t+1   (A.7a) 
ここで χ i ,t+1 と χ i ,t+1 は、都市の性質とは無関係な誤差項である。詳細には、
χ i,t = log U t+1 U t( )+ ε i ,t+1 + ς i,t+1( ) 1+ δ − σ( )であり、
ω i,t = σ −1( )log U t+1 U t( )+ δε i,t+1 + σ −1( )ς i,t+1( ) 1+δ − σ( )である。 
 雇用成⻑の回帰分析は、都市レベルの変数 X がどのように生活の質と生産性の成⻑の合計を
決定するかと解釈できる。賃⾦成⻑の回帰分析は、生産性成⻑とσ −1倍された生活の質成⻑
の加重平均だと考えることができる。 
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Summary 
 
The Income Growth in Kumamoto 
 
The per capita income in Kumamoto prefecture was ranked 32 
within 47 prefectures in Japan in 1980. The rank kept dropping and 
stayed around 40s recently. Therefore, this paper studies the urban 
characteristics that affect the per capita income growth in Kumamoto 
prefecture, using data of city level in Kumamoto prefecture from 1980 
to 2010. There are three questions I try to figure out. First, what are 
the urban characteristics that explain the per capita income growth 
in Kumamoto prefecture? Second, how long do these urban 
characteristics keep effective? Third, are the impacts of effective 
urban characteristics on the per capita income growth change or keep 
the same by different years? The results show that the industry 
structures, the income levels, the birth rate, the aging population, 
and the share of female labors have significant effects on the per 
capita income growth. The influences of most effective urban 
characteristics are stronger at 10 years after the base year. In 
addition, the birth rate and the aging population show the significant 
effects recently, although these were not in the early years. 
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